
平成２９年度事業実績の主なものは、次のとおりである。

 Ⅰ　一 般 状 況
 １　会員等の状況

４２ 保険者 ４２ 保険者 ０ 保険者

２４３，７９７ 世帯 ※ ２３９，２９７ 世帯 △４，５００ 世帯

４２９，９１０ 人 ※ ４１５，３３７ 人 △１４，５７３ 人

５，４９９ 人 ※ ２，２０４ 人 △３，２９５ 人

４３５，４０９ 人 ※ ４１７，５４１ 人 △１７，８６８ 人

１４０，８９１ 人 ※ １４３，５５１ 人 ２，６６０ 人

 （※の数値は、平成３０年３月３１日現在の概数／沖縄県保健医療部　国民健康保険課提供）

 ２　役員の状況（平成３０年３月３１日／理事定数：１４名、監事定数：３名）

1 1 9 3 17

 ３　事務局の機構及び職員状況（平成３０年３月３１日／定数４８名）

参与 専門員 相談員 臨時職員 合計

1

1 2 10

7 30 44

5 27 54

10 2 21 44

0 23 2 80 153

 ４　診療報酬審査委員会　（５７名）
 ※審査運営委員会、専門部会、再審査部会は審査委員の兼務である

（※　１名）

 ５　柔道整復療養費審査委員会　（６名）

 ６　介護給付費等審査委員会　（６名）

（６名）

区　　　　　分 平成２８年度 平成２９年度 増減

会　　員　　数

世　　帯　　数

国保被
保険者
数

一　　　般

退　職　者

合　　　計

後期被保険者数

区　分 理 事 長 副理
事長

常務
理事

計 監 事 合 計

現　数 3 14

理 事

区　分 係　　名 職員

事 務  局 長 1

計 ９係 48

総　 務 　課 　総務係、会計係 7

事　 業 　課 　事業係、保健事業係 7

審　 査　 課 　第一係、第二係、第三係 22

情報・介護課 　情報管理係、介護保険係 11

専門
部会 （※２３名）

（１名）

（５０名） 再審査
部会 （※４９名）

医科
部会

診療報酬
審査委員会

歯科
部会

再審査
部会 （※　６名）

（６名）

（５７名）

審査運営委員会

調剤
調剤再
審査（※６名）

医療
部会

介護給付費等
審査委員会

（３名）

審査
部会

（３名）



 Ⅱ　事業実施状況

 １　本会運営に関する事業
 （１）総会の開催

 第１回通常総会　　平成２９年　７月２５日

 第２回通常総会　　平成３０年　２月２２日

 （２）理事会の開催

 第１回理事会　　　平成２９年　７月　７日

 第２回理事会　　　平成３０年　２月　６日

 第３回理事会　　　平成３０年　３月　９日　※書面表決

 （３）監事会の開催

 平成２８年度決算監査 平成２９年　７月　３日

 平成２９年度第１・四半期出納監査　 平成２９年　８月３０日

 平成２９年度第２・四半期出納監査 平成２９年１１月１６日

 平成２９年度第３・四半期出納監査 平成３０年　３月　２日

 （４）国保事業推進幹事会の開催

 第１回推進幹事会　　　平成２９年　６月２２日

 第２回推進幹事会　　　平成２９年１０月２７日

 第３回推進幹事会　　　平成３０年　１月１９日

 （５）独立監査人（公認会計士）の監査

 平成２８年度決算監査 平成２９年　６月１３日～１５日

 平成２９年度期中監査 平成２９年１２月１２日～１４日

 （６）部内監査

 第 １ 回 平成２９年２月分出納監査 平成２９年　４月　７日

 第 ２ 回 平成２９年３月分出納監査 平成２９年　５月　８日

 第 ３ 回 平成２８年度総合監査 平成２９年　６月　５日

 第 ４ 回 平成２９年４月分出納監査 平成２９年　７月　５日

平成２９年５月分出納監査  〃

 第 ５ 回 平成２９年６月分出納監査 平成２９年　８月　９日

 第 ６ 回 平成２９年７月分出納監査 平成２９年　９月　７日

 第 ７ 回 平成２９年８月分出納監査 平成２９年１０月１０日

 第 ８ 回 平成２９年９月分出納監査 平成２９年１１月１０日

 第 ９ 回 平成２９年度上半期総合監査 平成２９年１２月　８日

平成２９年１０月分出納監査  〃

 第１０回 平成２９年１１月分出納監査 平成３０年　１月１０日

 第１１回 平成２９年１２月分出納監査 平成３０年　２月　８日

 第１２回 平成３０年１月分出納監査 平成３０年　３月　８日

 ２　国保制度改善強化推進事業

 国保制度の安定化を図るため、全国国保関係者と連携し、政府及び国会に対して行われる要請行動

 に参加した。

 (１)　国保制度改善強化全国大会の開催

 日　時　平成２９年１１月３０日　午後１時００分

 場　所　東京都　よみうり会館

 参加者　全国の市町村長など関係者約1,000名（沖縄県参加者：１２名）

 (２)　国保制度改革のための陳情活動の実施
 国保制度改善強化全国大会終了後には市町村長を先頭に決議の実現に向け、衆参議員、政党及び政府
 関係者に集中陳情を展開した。

（議案書46頁）



３　育成指導・事業振興に関する事業

 

（１）市町村職員等を対象とした会議又は研修会の開催、若しくは研修会へ派遣

７４名

講演「国保制度改革について」
 沖縄県保健医療部国民健康保険課
 国民健康保険班班長　知花美和子 氏
講演「国保の実務について」
 浦添市役所健康部国民健康保険課
 課長　與古田達郎 氏
講演 ｢国保連合会の事業について｣ 
 沖縄県国民健康保険団体連合会
 事業課事業係主査　當眞未麻
講演 ｢国保の保健活動について｣ 
 沖縄県国民健康保険団体連合会
 事業課保健事業係主任（保健師）金城由美子
講演 ｢国保連の保険者事務共同電算処理事業について｣ 
 沖縄県国民健康保険団体連合会
 情報・介護課情報管理係　係長　奥原葉子

５８名

講演「国保連合会の第三者行為求償事務について」
 沖縄県国民健康保険団体連合会 
 事業課課長補佐兼事業係長　喜友名 均
講演「保険者努力支援制度における第三者行為求償
 事務の評価指標について」
 沖縄県保健医療部国民健康保険課
 国保支援班主任　渡慶次章雄 氏
講演「第三者加害行為求償事務の強化について」
 第三者行為求償事務アドバイザー
 高橋 稔 氏
グループ討議・発表
 テーマ「直接請求の受託範囲拡大について・その
 課題」
 テーマ「制度改正後の求償事務の取組みについて」

９名
２７名
１５名

９名
４名

市町村国保
主管課職員
研修（派
遣）

厚生労働
省中央合
同庁舎５
号館

国保担当課長又
は相当職の者
で、概ね１年以
内に当該職に就
任した者

国民健康保険等の制度全般に対する理解を深めることを
目的に厚生労働省が主催する研修会に県が推薦する市町
村職員を派遣した。
※渡嘉敷村、読谷村

8月30日 宮古島市

国保担当新
任職員研修
会(県国保課
と共催)

6月 6日 沖縄県立
博物館・
美術館
（博物館
講座室）

国保担当職員
(在籍１年以内)

市町村の国民健康保険業務に新たに携わる職員の資質向
上を図り、国保事業の円滑な推進に寄与することを目的
に開催した。

8月4日 国保会館
8月29日 石垣市

保険料(税)
適正算定マ
ニュアル研
修会

6月28日 東村

開催日 場　所 対象者 概　　　　　　　要 出席数

～28日
5月22日
～23日

4月27日 ２名

8月24日 国保会館 市町村（国保・
介護）及び後期
高齢者医療の担
当者（職員、嘱
託員等）

第三者行為求償事務担当者の資質向上、事務の充実・強
化を図り医療給付の適正化に寄与することを目的に開催
した。

市町村国保税
(料)賦課担当職
員

平成30年度からの国保事業費納付金の算定等に際して同
マニュアルを活用した資料作成が有効であることから、
当該マニュアルの操作・活用方法を習得することを目的
に各地区国保協議会と共催で開催した。

8月3日 読谷村

 国保を取り巻く情勢及び実務的な情報を提供する目的で各種研修会を開催、若しくは市町村職員を研修会へ派遣
した。また、各地区及び都市の協議会等へ活動助成金を交付するとともに各協議会と協同して事業を展開した。

名 称

市町村第三
者行為求償
事務担当者
研修会



４９名

講演
 
 沖縄県保健医療部国民健康保険課国保支援班
 主任 下地功騎 氏 
グループ討議
 テーマ「日頃の徴収業務に関する情報交換」

９１名

説明  ｢平成30年度からの国民健康保険制度について」

 沖縄県保健医療部部長　砂川 靖 氏
講演

 沖縄県立中部病院感染症内科・地域ケア科
 医長　高山義浩 氏

（２）各地区国保協議会及び都市国保協議会への参加及び助成

①運営費 ①市町村国保主管課職員研修
②全国市町村国保主管課長研究協議会
③「健康なまちづくり」シンポジウム
④九州都市国保研究協議会
⑤九州町村（組合）国保事務担当者研修会

（３）九州及び全国会議・研修会への参加

九州都市国保研究協議会・運営委員会
九州地方町村(組合)国保事務担当職員研修会
「健康なまちづくり」シンポジウム
全国市町村国保主管課長研究協議会
全国国保運営協議会会長等連絡協議会

（４）統計資料の作成

国民健康保険事業年報(速報版)データ 保険者サイボウズのファイル管理に掲載

４　国保広報共同事業（平成６年４月開始）

（１）広報委員会の開催

１　国保広報委員会委員長の互選、副委員長及び制作部会委員の指名について
２　報告事項
（１）平成２９年度国民健康保険広報共同事業実施計画について
（２）路線バス広告（ポスター掲示）の遅延について
３　協議事項
（１）国民健康保険広報共同事業に関するアンケート調査の実施について
（２）第２回国保広報委員会の開催日程について

資 料 名 提供年月
平成29年12月

運営費・事業費助成 会議等出席旅費助成

②保険税（料）納付促進に関す
る事業

③研修会・諸会議に関する事業

備　　考

（第１回）

 国民健康保険制度の趣旨等を広く県民にＰＲするため、テレビ及びラジオ放送を主とした広報活動を実施し
た。

開催月日 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
5月24日

市町村国保
税(料)徴収
担当者研修
会
（県国保課
と共催）

9月15日 沖縄県立
博物館・
美術館
（博物館
講座室）

市町村国保税
(料)徴収担当職
員
（嘱託徴収員等
含む）

市町村の国保税(料)収納率向上と徴収担当者の資質向上
を図ることを目的に開催した。

 ｢早期の滞納整理着手について(宮古事務所県税課
の例)」

東京都 参加者785名（沖縄県15名）

開 催 地 備　　　　考会議及び研修会の名称

東京都 参加者 78名（沖縄県 2名）

沖縄県 参加者218名（沖縄県61名）
大分県 参加者114名（沖縄県9名）
東京都 参加者652名（沖縄県16名）

 開　催　日
 5月11日～12日

 6月 9日
8月24日
8月25日
2月16日

八重山

国民健康保
険理事者等
特別研修会

2月2日 国保制度に対する理解を深め、国保財政の安定的運営の
確保に寄与することを目的に開催した。

開催日

宮　古

市町村長
副市町村長
国民健康保険担
当部長・課長
後期・保健・福
祉・介護担当課
長

八汐荘

4月27日
5月19日
4月21日
4月21日

「沖縄県の地域包括ケアシステム構築と病院の役
割」

都　市

12
10

11 4月28日

14
2
3 4月14日

北　部
中　部
南　部

概　　　　　　　要 出席数名 称 場　所 対象者

総会
開催日

地区名
加入
保険
者数



１　報告事項
（１）国民健康保険広報共同事業に関するアンケート調査の結果について
２　協議事項
（１）テレビ３分間番組『がんじゅうタイム』の制作方針（案）及び再放送について
（２）テレビ・ラジオスポットＣＭ『被保険者証更新』篇の制作方針（案）について
（３）平成２９年度国保事業安定化キャッチフレーズの選定について
（４）第３回国保広報委員会の開催日程について
１　協議事項
（１）テレビ・ラジオスポットＣＭ『被保険者証更新』篇の制作・放送等の委託業者

選定について
（２）平成３０年度国民健康保険広報共同事業実施計画（案）について
（３）第４回国保広報委員会の開催日程について
１　協議事項
（１）平成３０年度国民健康保険広報共同事業実施計画（案）について
（２）テレビ・ラジオスポットＣＭ『国保税（料）納付促進』篇の再放送について
（３）テレビ・ラジオスポットＣＭ『特定健診・特定保健指導』篇の再放送について

（２）テレビ及びラジオ等による広報活動

テレビ ◎３分間番組「がんじゅうタイム」全１１話　～沖縄県知事等のメッセージ～
番組放送  平成２９年１０月　～　平成３０年　３月

 ＯＴＶ　　　（毎週土曜日１２：５４　～　１２：５８）　２６回
 ＲＢＣ　　　（毎週日曜日１７：５５　～　１７：５８）　２６回
 ＱＡＢ　　　（毎週木曜日１９：５４　～　１９：５７）　２５回　　計　７７回

 平成３０年度制度改正に関する番組を１話新規作成
「国保から制度改正のお知らせです！！」

テレビ ◎国保税（料）納付促進（15秒・30秒スポット）～ゆうりきやー他編～
ＣＭ放送 平成２９年　４月　～　５月

 １日×４回×２０日×３局（ＲＢＣ、ＯＴＶ、ＱＡＢ）　２４０回
平成２９年１１月
 １日×３回×１５日×３局（ＲＢＣ、ＯＴＶ、ＱＡＢ）　１８０回　　計４２０回

◎特定健診・保健指導受診勧奨（１５秒・３０秒スポット）～山城　智二 篇～
平成２９年　５月　～　８月
 １日×４回×３１日×３局（ＲＢＣ、ＯＴＶ、ＱＡＢ）　３７２回
平成２９年１１月
 １日×４回×１０日×３局（ＲＢＣ、ＯＴＶ、ＱＡＢ）　１２０回　　計４９２回

◎被保険者証更新（１５秒・３０秒スポット）～国保ドミノ大会 篇～
平成３０年３月
 １日×４回×２０日×３局（ＲＢＣ、ＯＴＶ、ＱＡＢ）　２４０回

ラジオ ◎国保税（料）納付促進（２０秒スポット）～ゆうりきやー篇～
ＣＭ放送 平成２９年　４月　～　５月

 １日×３回×２０日×３局（ＲＢＣ、ＲＯＫ、ＦＭ沖縄）１８０回
 １日×１回×２０日×２局（ＦＭ宮古、ＦＭ石垣）　　　  ４０回
平成２９年１１月
 １日×３回×１０日×３局（ＲＢＣ、ＲＯＫ、ＦＭ沖縄）　９０回
 １日×１回×１０日×２局（ＦＭ宮古、ＦＭ石垣）　　　　２０回　　計３３０回

◎特定健診・保健指導受診勧奨（２０秒スポット）～山城　智二 篇～
平成２９年　５月　～　８月
 １日×３回×２０日×３局（ＲＢＣ、ＲＯＫ、ＦＭ沖縄）１８０回
 １日×１回×２０日×２局（ＦＭ宮古、ＦＭ石垣）　　　　４０回
平成２９年１１月
 １日×３回×１５日×３局（ＲＢＣ、ＲＯＫ、ＦＭ沖縄）１３５回
 １日×１回×１５日×２局（ＦＭ宮古、ＦＭ石垣）　　　　３０回　　計３８５回

◎被保険者証更新（２０秒スポット）～らぐぅんぶるぅ 篇～
平成３０年　３月

事業内容

 8月 7日
（第２回）

10月27日
（第３回）

実　　　　　施　　　　　状　　　　　況

1月30日
（第４回）



 １日×３回×１０日×３局（ＲＢＣ、ＲＯＫ、ＦＭ沖縄）　９０回
 １日×１回×１０日×２局（ＦＭ宮古、ＦＭ石垣）　　　　２０回　　計１１０回

平成２９年　４月　～　平成３０年　３月
◎国保税（料）納付促進
 路線　琉球バス、那覇バス、沖縄バス、東洋バス、協栄バス（宮古島）
 媒体　車体ハーフラッピング、シート広告、車内放送、車内ポスター
◎特定健診・特定保健指導受診勧奨
 路線　琉球バス、那覇バス、沖縄バス、東洋バス、協栄バス（宮古島）
 媒体　車体ハーフラッピング、シート広告、車内放送、車内ポスター

（３）国保事業安定化推進運動の取組

～

 テーマ：国保税(料)納付促進
 最優秀賞「世界に誇る国民健康保険制度　守るあなたの保険税(料)」
 優 秀 賞「国保税(料)　守って納めるゆいまーる　明日をつくる国保の未来」

 テーマ：健康づくり
 最優秀賞「健診は、年に一度の『通知表』」
 優 秀 賞「家族の笑顔を守るため　まずは健診！　身体のチェックを！」

 テーマ：国保医療費の適正化
 最優秀賞「大切な医療費　だから私は　ジェネリック」
 優 秀 賞「医療費適正化の最善策　早期治療で病気の重症化予防」

（４）ポスターの作成配布

 6月 特定健診・特定保健指導受診勧奨 1,262部作成し、県内国保保険者に配布
 10月 国保税（料）納付促進 2,000部作成し、県内国保保険者に配布
 ２月 被保険者証更新 3,551部作成し、県内国保保険者、保険医療機関等に配布

（５）国保新聞等の無償配布

国保新聞 ２１２部×月３回×１２ヶ月 国保関係者等
平成２８年度版国民健康保険の実態 ４５部 国保関係者等
国保連合会ガイドブック ３００部 国保関係者等

５　介護保険広報共同事業（平成１１年９月開始）

（１）広報委員会の開催

１　介護保険広報委員会委員長の互選について
２　介護保険広報委員会副委員長及び制作部会委員の指名について
３　報告事項
（１）平成２９年度介護保険広報共同事業実施計画について
（２）天気予報フィラー＋30秒ＣＭ「ちゃ～がんじゅう体操」の再放送について
４　協議事項
（１）ラジオ１５分コーナーの企画内容について
（２）認知症の方や介護者への支援に関するスポットＣＭ等の制作・放送委託業者の
 選定について
（３）平成２９年度介護保険広報共同事業に関するアンケート調査の実施について
（４）第２回介護保険広報委員会の開催日程について

県民の国民健康保険に対する理解及び健康づくりへの関心を高めることを目的にキャッチフ
レーズを一般公募し保険者及び各地区国保協議会等へ活用を呼び掛けた。

実施月日 概　　　　　　　要

物　　品　　名 部数 配　付　先

実施月 広報内容

◎

 介護保険制度の趣旨等を広く県民にＰＲするため、テレビ及びラジオ放送を主とした広報活動を実施した。

開催月日 概　　　　　　　　　　　　　　　　要
5月18日

（第１回）

路線バス広
告（新規）

24日 

概　　　　　　　　　　　要

6月 9日



１　報告事項
（１）平成３０年度介護保険広報共同事業に関するアンケート調査の結果について
２　協議事項
（１）平成３０年度介護保険広報共同事業実施計画（案）について
（２）第３回介護保険広報委員会の開催日程について

１　協議事項
（１）平成３０年度介護保険広報共同事業実施計画（案）について
（２）天気予報フィラー「ちゃーがんじゅう体操」制作方針（案）について
（３）介護保険制度動画制作方針（案）について

（２）テレビ及びラジオ等を活用した広報

テレビ ◎天気予報フィラー＋30秒ＣＭ「ちゃ～がんじゅう体操」
ＣＭ放送 平成２９年　４月　～平成３０年　３月

 ＯＴＶ（毎週月曜日11：20～11：25の間）「ゆ～タイム」　　２６回
 ＲＢＣ（毎週水曜日 5：30～ 8：00の間）「あさチャン！」  ２６回
 ＱＡＢ（毎週日曜日16：25～16：30の間）「お天気Ｑごろ～」２６回　計７８回
◎認知症の方やその介護者への支援編～吉田妙子さん他出演～
 １日×４回×１１日×３局（ＲＢＣ、ＯＴＶ、ＱＡＢ）１３２回

ラジオ ◎認知症の方やその介護者への支援編
ＣＭ放送  １日×３回×２６日×３局（ＲＢＣ、ＲＯＫ、ＦＭ沖縄）２３４回

 １日×１回×２６日×２局（ＦＭ宮古、ＦＭ石垣）　　　　５２回　　計２８６回

６　第三者行為求償事務処理事業（昭和５９年４月開始）

（１）処理状況

※ア　損害賠償請求額は、交通事故等の治療等に要した医療費及び介護給付費
※イ　収納額は、アの損害賠償請求額に対して過失相殺した後に支払われる賠償金

（２）保険者等への支援
 ア　都市国保研究協議会等への出席（求償事例や請求方法等の説明）
 イ　加害者直接請求で支払滞納者との面談（保険者と連合会で合同）の実施 国保２件　後期８件
 ウ　保険者努力支援制度の加点要件である関係機関（警察、病院、保健所等）との連携状況調査・結果報告（新規）

７　レセプト点検事務共同事業 （平成 ９年 ４月開始）

（１）事業の範囲
 ア　レセプトの縦覧・横覧点検
 イ　医療・介護の突合点検
 ウ　交通事故等が疑われるレセプトの抽出
 エ　結核・精神レセプトの抽出
 オ　その他レセプト点検事務に必要な事項

合　　　計 ３４９件 ３８１，０７０，６８７円 １９９，１２７，８６８円

 保険者等における医療給付の適正化を支援するため、レセプト点検担当者の確保が困難な保険者等の委託を受け
実施した。

５６，９３７，６４３円
後期高齢者医療 １２６件 ２４１，５５４，１３４円 １３７，８６２，２５７円

介護保険 ６件 ４２，４４２円 ４，３２７，９６８円

国民健康保険 ２１７件 １３９，４７４，１１１円
収　納　額　※イ

（第２回）
10月13日

2月1日
（第３回）

事業内容 実　　　　　施　　　　　状　　　　　況

 第三者行為（交通事故等）によって生じた保険給付の適正化と保険者等の財政の安定化を図るため、国民健
康保険法第６４条第１項、高齢者の医療の確保に関する法律第５８条第１項及び介護保険法第２１条第１項に
基づく損害賠償請求事務（自賠責保険、任意保険及び加害者直接請求）を実施した。

制　度 請求件数 損害賠償請求額　※ア



（２）委託保険者等

 ２１保険者（医科・歯科・調剤）
 ２４市町村（南部地区７・中部地区２・離島１５）※歯科４１市町村

（３）処理状況

８　保健事業に関する事業

（１）特定健診等費用決済業務及びデータ管理業務
ア　費用決済（健康診査費請求支払）状況

※１　通院者が医療機関で受けた検査

 を特定健診に振り替える業務

※２　事業所で働いている国保被保者

 者の職場健診結果を特定健診に

 取り込む業務

イ　特定健診・特定保健指導データ管理

（２）国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の実施（ＰＤＣＡサイクルに沿った保健事業）
ア　国保データベース（ＫＤＢ）システム等を活用した特定健診等情報の提供

イ　保健事業支援・評価委員会等の開催

講師　長野県飯田女子短期大学非常勤講師
 沖縄県国保連保健事業顧問　熊谷勝子 氏

 健診、国保・後期の医療、介護のデータを結びつけて医療費分析を行い、その結果を全国の同規模保険者等と比
較することで市町村保健師等がより効率的かつ効果的な保健事業に取り組むことを目的に委員会、研修会をとおし
て保険者に資料を提供した。

出席数

13名
11名
10名
7名

385,884 円
42,041 件 292,817,109 円
13,791 件 89,936,656 円

156,601 件 1,062,362,141 円

事業者健診分　※2
後期高齢者健康診査
４０歳未満健康診査

合　　　　計

名称 開催日 場　所 出席者 概　要

保健事業支
援・評価委
員会

5月15日
10月5日

 1月18日
3月15日

保健事業顧問、
臨床医、市町村
保健師・栄養
士、県職員、国
保連合会

 レセプト・健診情報等を活用した保険者の保健事業
が、ＰＤＣＡサイクルに沿って効果的・効率的に展開す
ることを支援するために開催した。

国保会館

データ管理件数

 市町村の保健事業を支援するため、特定健康診査等の費用決済をはじめ、健診結果の統計情報等を提供するとと
もに保健師等の専門研修及び保健事業関係者の研修会を開催した。また、ＫＤＢシステム等から医療、介護、健診
情報を結び付けた医療費分析データを提供した。

確定件数 確定金額
98,249 件 675,230,844 円
1,329 件 3,991,648 円特定健診情報提供分　※1

特定健康診査

特定健診 特定保健指導
142,020 件 10,784 件

1,191 件

合　計 3,280,456 件 124 件 39,256 件 113 件 23,407 件 448,433 点 5,758,775 点
＊平成29年4月点検分から平成30年3月点検分まで

国民健康保険 506,951 件 124 件 5,853 件 113 件 3,455 件 448,433 点 829,946 点
後期高齢者医療 2,773,505 件 - 33,403 件 - 19,952 件 - 4,928,829 点

委託区分 委託保険者数

区　　分 点検件数
申出件数 査定・過誤調整件数 査定・過誤調整点数

過誤
調整

再審査
過誤
調整

再審査 過誤調整 再審査

後期高齢者医療
国民健康保険

保健師等代
表者会議

5月15日
7月7日

10月4日
10月5日

11月16日
 1月17日
 18日

南城市、南風原
町、国保連合会

 保険者が抱える健康課題の解決と結果を出す保健事業
の実施に向け、国保連合会保健事業支援・評価委員会と
連携して各保険者の保健事業を支援・評価するととも
に、保健指導の事例等を検討・分析して他保険者の参考
となる資料(保健指導教材)等を作成・提供することを目
的に開催した。

12名
9名
9名
9名
9名
8名
8名

国保会館



 ウ　国保・後期高齢者ヘルスサポート事業にかかる研修会の開催

講演

 
講師　長野県飯田女子短期大学非常勤講師
 沖縄県国保連保健事業顧問　熊谷勝子 氏

講師 
北九州市保健福祉局健康医療部健康推進課

 国保健診係長　　稲富理恵 氏

（３）おきなわ医療・保健連携ネットワークの運用

ア　特定健診と病院検査情報の集約・公開 
イ　医療費助成請求データ授受 
ウ　医師会主催「おきなわ津梁ネットワーク」による被保険者の服薬情報、検査情報の情報交換 
エ　通院患者の病院検査情報を特定健診に振り替えるためのデータ交換

（４）沖縄県医師会の「おきなわ津梁ネットワーク」への参画・連携

○参加医療機関　１６６機関 ※平成２９年１１月末時点
 医科 １１８機関（保健医療圏ごとの加入機関数　北部6・中部35・南部71・宮古3・八重山3）
 調剤 　３０機関
 その他 １８機関
○登録者数 ３５，８０８人 ※平成２９年１１月末時点

（５）国保中央会開発システム及び独自開発システムの管理・運用
ア　国保中央会開発システム
 ○国保データベース（ＫＤＢ）システム
 ○特定健診等データ管理システム

イ　独自開発システム
 ○保険者データヘルス支援システム

（６）保険者協議会（国保、社保及び後期広域連合等の各医療保険者等で構成）との連携

ア　保険者協議会及び専門部会の運営
 ○保険者協議会　　　　３回
 ○保健活動専門部会　　３回

 保険者と保険医療機関等を結び地域住民の生活習慣病等の重症化を防ぐ目的で構築したネットワークは、同ネッ
トワーク上で次のとおり各システムが稼働中で、逐次、活用範囲を拡大しその重要性は増している。

11市の保健事業
に従事する保健
師、栄養士、看
護師

 規模の大きな保険者において、保健師等の専門職の配
置が国保・ヘルス・介護・福祉等に分散され、効果的な
保健活動の展開が困難な状況であることが課題となって
いることから、体制整備を含めた総合的な支援の一環と
して、本研修会を開催した。

保険者等職
員に対する
研修会

73名

 特定健診・保健指導を実施する「市町村」と医療を提供する「かかりつけ医」、「専門医」が連携・協力して生
活習慣等に起因する疾病の治療及び保健指導を切れ目なく行うため、「おきなわ津梁ネットワーク」の運営に参画
し、同システムの中で同意を得た被保険者の特定健診情報及び医療機関による検査結果データを共有した。

 市町村がＰＤＣＡサイクルに沿って保健事業が展開できるよう、国保中央会から提供されるＫＤＢ突合データ
(医療・介護・特定健診）を利活用して、自由に作表できる機能を提供した。

 沖縄県内の各医療保険者が連携協力して、地域における保健事業等を推進し、被保険者等の健康保持、増進を図
るとともに医療保険者の円滑な事業運営に資することを目的に事業を実施した。

8月18日 沖縄県市
町村自治
会館

出席数名称 開催日 場　所 対象者 概　要

平成29年度
国保・後
期・保健・
福祉・介
護・企画財
政担当課長
及び保健師
合同会議

5月16日 ロワジー
ルホテル
那覇

医療保険者（担
当課長、事務担
当者、保健師、
看護師、栄養士
等）

 保健活動関係者が連携を密にして、組織的な事業推進
を図ることを目的に開催した。

299名

沖縄県の社会保障給付費の現状と課題～データヘ
ルス推進による成果を出す保健活動へ向けて～



イ　医療保険者のデータヘルス関連事業の推進
 ①事業者健診結果の受領

 ②通院中の者への特定健診受診勧奨

ウ　重症化予防事業の実施
 ①第2期データヘルス計画策定支援
 ○対象保険者　　　　　　市町村国保：渡名喜村　　　　　　被用者保険：市町村職員共済組合
 ②糖尿病重症化予防のための保健指導

  ○実施人数　　　　40人

エ　保健師、管理栄養士等に対する特定保健指導等研修会の開催
 ①データヘルス推進事業に係る研修

 ②特定保健指導等研修会

オ　「糖尿病連携手帳」3,100部を保険者協議会の構成団体に配布

カ　沖縄県第三期医療費適正化計画への意見提出　　（平成30年2月9日）

キ　沖縄県第7次医療計画への意見提出　　　（平成30年2月28日）

ク　特定健診等集合契約締結等の支援
 ①平成30年度特定健診等に係る意見交換会

ケ　沖縄県保険者協議会ホームページ運用（平成２９年３月開設）

沖縄県医師会館 6名

第１回

中長期的目標（虚血性心疾患、脳血管
疾患、糖尿病性腎症）を見据えた短期
的目標（メタボ等）を予防する保健指
導

7月12日
井上優子氏

(保健事業顧問)
パシフィックホテル沖
縄

242名

協議事項 開催日 場　所 出席数

第２回 第2期データヘルス計画の策定について 11月25日

第１回
①平成30年度特定健診等単価及び内容について
②その他

11月21日

パシフィックホテル沖
縄

223名

第２回

データヘルス推進による結果を出す保
健活動について
・第2期データヘルス計画（データの読
み取り・実践）について

1月19日
 熊谷勝子 氏

(保健事業顧問)
パシフィックホテル沖
縄

208名

テーマ 開催日 講師名 場　所 出席数

10月6日
 熊谷勝子 氏

(保健事業顧問)

第３回
第2期データヘルス計画策定後の実践に
ついて

2月22日
井上優子氏

(保健事業顧問)
パシフィックホテル沖
縄

207名

・国保被保険者が就業している事業所の事業者健診結果を受領し、特定健診データに振替えて受診率向上を
図った。
・平成２９年度　６９事業所　１，１９１件(対象者の約0.4％）

・通院中の患者のうち特定健診未受診者の検査データを受領し、特定健診データとして取り込んで受診率向上を
図った。
・平成２９年度　１７医療機関　１，２９１件（対象者の約0.5％）

テーマ 開催日

井上優子氏
(保健事業顧問)

パシフィックホテル沖
縄

212名

講師名 場　所 出席数

第１回

データヘルス推進による結果を出す保
健活動について
・第2期データヘルス計画の骨格につい
て



 ９　診療報酬審査支払事業（昭和５１年４月開始）

 この事業では、毎月10日までに受付けた約78万件のレセプトを同月内で審査し、その診療報酬を
期限内に保険医療機関等へ確実に支払うため、効率的かつ効果的な事業運営に努めるとともに、保
険診療算定ルールに沿った適正なレセプト請求を保険医療機関等に求めた。
 また、８万点以上の高点数レセプトの重点審査を促進し、沖縄県で約99％まで普及した電子レセ
プトとＩＣＴ技術を活用して、審査精度の向上と審査事務共助の効率化に積極的に取り組み、「保
険診療算定ルールの誤り」、「診療行為や医薬品の適応」等について、コンピューターチェック項
目の拡充と精緻化を図った。

 さらに、「縦覧審査」、「横覧審査」、医科と調剤の「突合審査」も併せて行うことで、診療報
酬の適正化を促すとともに保険者の二次点検業務の負担軽減に努めた。

（１）国保、後期及び公費負担医療に関する診療報酬審査支払の実施
 ア　診療報酬審査委員会の開催
 ・８万点以上レセプト重点審査、２０万点以上レセプト専門審査（専門部会審査委員２３名）
 ・４０万点以上レセプトの特別審査委員会（国保中央会）への審査委託
 ・ＩＣＴ技術を活用した縦覧審査、横覧審査、突合審査、保険診療算定ルール誤りの事務査
 定
 イ　保険診療算定ルールに沿った適正なレセプト請求を求める取り組み
 ・保険医療機関等に対する請求事務の文書連絡
 ・「保険診療の留意事項（改訂版Ⅺ）」の共同作成（医師会理事、支払基金及び連合会の審
 査委員）

（２）柔道整復療養費の審査支払（平成２０年４月開始）

（３）療養費（特別療養費、海外療養費、治療用装具、その他）の審査
（４）出産育児一時金等の支払（平成２１年１０月開始）

（５）海外療養費不正請求対策事業（海外療養費支給申請書の再翻訳・受診確認）の実施
 （平成２７年１月開始）

（６）資格喪失後受診レセプト（包括的合意に基づく）の国保保険者間調整業務の実施
（７）国保総合（審査支払系）システム及び外付けシステムの本稼働

10,273件 8,791件 1,482件 4,209,719,890円 3,655,333,888円

△ 12,855件 △ 52,652,492円 △ 0.02件 △ 64円 19円
２９年度 561,092人 134,477件 580,125,025円 0.24件 1,034円

２８年度 140,891人 3,917,205件 130,134,867,083円 27.80件 923,656円 33,221円
２９年度 143,551人 4,029,343件 133,058,044,502円 28.07件 926,904円 33,022円
増　　減 2,660人 112,138件

国保 被保険者数 レセプト確定件数 診療報酬支払確定額
一人当たり明
細書発生件数

一人当たり診
療報酬支払額

一件当たり診
療報酬支払額

増　　減 △ 17,868人 △ 116,420件 △ 61,443,558円 0.25件 11,144円 454円

２８年度 435,409人 5,418,389件 114,883,370,537円 12.44件 263,852円 21,202円
２９年度 417,541人 114,821,926,979円 12.70件 274,996円 21,656円

後期 被保険者数 レセプト確定件数 診療報酬支払確定額
一人当たり明
細書発生件数

一人当たり診
療報酬支払額

一件当たり診
療報酬支払額

5,301,969件

102.14%前年度比 95.90% 97.85% 99.95% 102.04% 104.22%

2,923,177,419円 0.27件 3,248円 △ 199円
前年度比 101.89% 102.86% 102.25% 100.96% 100.35% 99.40%

国保＋後期 被保険者数 レセプト確定件数 療養費支給確定額
一人当たり明
細書発生件数

一人当たり療
養費支給額

一件当たり療
養費支給額

91.27% 91.68% 93.75% 94.16% 100.44%前年度比 97.36%

２８年度 576,300人 147,332件 632,777,517円 0.26件 1,098円 4,295円
4,314円

増　　減 △ 15,208人

国保＋社保
支払（確定）件数 支　　払（確定）金　　額

増　　減 △ 7,441件 △ 7,263件 △ 178件 △ 3,072,337,292円 △ 3,010,540,170円 △ 61,797,122円

うち正常分娩 うち異常分娩 うち正常分娩 うち異常分娩

554,386,002円

２９年度 2,832件 1,528件 1,304件 1,137,382,598円 644,793,718円 492,588,880円

２８年度

２９年度 3保険者 5件 3件 0件 4件 4カ国

前年度比 27.57% 17.38% 87.99% 27.02% 17.64% 88.85%

受診確認依頼
電話照会 文書照会 調査した国数依頼保険者数 依頼件数 再翻訳依頼



１０　保険者事務電算共同処理事業・後期高齢者医療事務電算処理事業

 保険者等における事務の合理化や経費節減を図るため、共通する事務を一元的に管理するとともに、

 レセプトを電子化し管理することにより、効率的な事務処理を行うための事業を実施した。

 （１）一 般 事 務 処 理

ア　被保険者台帳異動処理関係 ア　被保険者台帳異動処理関係

イ　レセプト資格確認処理関係 イ　レセプト資格確認処理関係

ウ　諸資料作成処理関係 ウ　諸資料作成処理関係

エ　診療報酬明細書及び帳票管理関係

 （２）特 別 事 務 処 理

ア　被保険者証用紙作成関係 ア　データ作成業務

イ　医療費通知書作成処理

エ　データ作成業務

 （３）国保総合システムの管理・運用

 （４）独自開発システムの管理・運用

 保険者月報報告システム（平成２４年５月開始）

 国保連合会ポータルサイト（平成２４年８月開始）

 （５）ネットワークの管理（セキュリティー強化等）

 医療系基幹システム(国保総合システム等)における情報セキュリティ対策システムの構築

 （６）高額医療・高額介護合算処理　平成２８年度分 本算定（平成２１年１２月開始）

 （７）資格喪失後受診レセプトの保険者間調整の恒久対応（平成２７年１月開始）

対象保険者数 調 整 額 (円)

32 168,543,464

 （８）保険者サービス系システム機器等の更改

 業務用端末の調達 平成２９年９月

 （９）国保総合(保険者サービス系)システムの更改

 旧システムから新システムへ

 ・本稼動 平成３０年２月

１１　保険財政共同安定化事業・高額医療費共同事業

 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）附則第２６項の規定に基づき、国民健康保険の
 財政の安定化と市町村国保間の保険税（料）の平準化を図るため、保険財政共同安定化事業・高
 額医療費共同事業並びに関連する事業を実施した。（対象：医師国保組合を除く市町村保険者）

 （１）保険財政共同安定化事業（平成１８年１０月開始）

 すべての医療費について、８０万円までの部分の５９/１００相当額を交付する。

 （２）高額医療費共同事業（昭和５９年４月開始）
 すべての医療費について、８０万円を超える部分の５９／１００相当額を交付する。

 （３）超高額医療費共同事業（平成１６年７月開始）
 国保中央会が主体となり、４２０万円超レセプトの発生状況に応じて連合会に交付金を交付する。

円 円 円 円 円

33,059,000 149,832,713 182,891,713 149,254,812 △ 33,636,901 △ 577,901

国保中央会への拠出金（c）
交付金（d）
「213件」国庫補助金(a) 連合会拠出金(b)

合計（c）=
（a)+(b）

差引額(e)
（d)-(c）

交付金と連合会拠
出金との差額(f)

(d)-(b)

 拠出金額（円） 交付確定件数（件） 交付確定額（円）

7,044,397,385 22,704 7,044,397,385

国保電算共同処理事業（昭和59年10月開始） 後期医療事務電算処理事業（平成20年4月開始）

国保電算共同処理事業（昭和59年10月開始） 後期医療事務電算処理事業（平成20年4月開始）

54,514,873,771 5,332,415 54,514,873,771

イ　ジェネリック差額通知書作成処理

 拠出金額（円） 交付確定件数（件） 交付確定額（円）

ウ　ジェネリック差額通知書作成処理



 （４）小規模保険者等支援特別交付金（平成１７年度開始）
 高額医療費共同事業の交付金が、拠出金額の１/２（市町村実負担額）に満たない保険者を対象に、
差額分を交付する事業。

対象保険者数 交付額（円）

1 1,055,375

１２　医療費助成事業（平成２５年１１月開始）

（１）こども医療費助成事業自動償還方式による支援の実施　（平成２５年１１月開始）

事業概要 処 理 月

自動償還 毎　月

（２）こども医療費助成事業現物給付方式による支援の実施　（平成２９年１月開始）

事業概要 処 理 月

現物給付 毎　月

（３）母子及び父子家庭等医療費助成自動償還方式による支援の開始　（平成２９年４月開始）

事業概要 処 理 月

自動償還 毎　月

※ （平成２６年１１月より医療機関からのオンライン報告開始）

（４）重度心身障害者医療費助成自動償還方式に向けての準備作業
平成３０年８月開始予定

（５）こども医療費助成事業現物給付方式(全県対応)に向けての準備作業
平成３０年１０月開始予定

１３　国保保険者標準事務処理事業

（１）国保事業費納付金及び標準保険料(税)率算定事務の支援

①国保事業費納付金算定標準システム説明会(東京都) 平成29年 7月

②国保事業費納付金算定標準システム説明会(東京都) 平成29年 9月

③国民健康保険料(税)仮算定結果市町村説明会(那覇市:八汐荘) 平成29年11月

④国民健康保険料(税)本算定結果市町村説明会(那覇市:市町村自治会館) 平成30年 1月

（２）「国保情報集約システム」の運用開始による県内市町村間を異動する国保被保険者世帯継続

 管理及び高額療養費多数回該当の管理

①国保情報集約システムに係る国保連合会向け説明会(東京都)

平成29年 4月 平成29年 6月 平成29年 8月 平成29年10月 平成29年12月 平成30年 1月

（３）市町村が資格管理、賦課・徴収、納付、給付の業務を行うための「市町村事務処理標準

 システム」の導入支援
①市町村事務処理標準システムに係る説明会
平成29年 6月 平成29年 7月 平成29年 8月 平成29年12月 平成30年 2月

②市町村事務処理標準システムジョイント機能に係る説明会 平成29年 7月 平成29年11月

③市町村事務処理標準システム先進地視察(北海道) 平成29年 7月

平成29年 5月 平成29年11月

⑤クラウド構築

 市町村事務処理標準システム機器導入(多良間村) 平成29年 7月

 市町村事務処理標準システムミドルウェア環境構築(多良間村) 平成29年 8月

 市町村事務処理標準システムリリース(多良間村) 平成29年10月

 １２保険者 39,621 件

年　間　処　理

実　施　状　況 年　間　処　理

 ３８保険者 1,893,853 件

実　施　状　況 年　間　処　理

 １保険者
95,041 件

153,338,006 円

④市町村事務処理標準システムに係る市町村及びベンダ向け説明会

実　施　状　況



１４　介護保険関係事業（平成１２年４月開始）

 審査支払業務を適正に実施するとともに、保険者における介護給付適正化対策を支援した。

 介護サービス苦情処理については、関係機関との連携・協力を図り的確に対処した。

（１）介護保険審査支払業務の実施

 ア　介護給付費等審査委員会（医療部会・審査部会）の開催

 イ　サービス事業者等に対する請求事務の指導及びＩＴ化の推進

 ウ　介護（介護予防を含む）給付費の審査支払

（２）介護予防・日常生活支援総合事業費審査支払業務の実施

年　　計 月 平 均 年　　計 月 平 均

1,417,775 118,147 97,034,404,659 8,086,200,388

1,423,556 118,629 97,304,905,296 8,108,742,108

5,781 482 270,500,637 22,541,720

100.41% 100.28%

（３）介護サービス苦情処理業務の実施

 ア　介護サービス苦情処理委員会の開催

 イ　平成２８年度における介護サービスに係る苦情相談事例集の発刊・配付(６５０部)

 ウ　関係機関との連携・協力

（４）介護保険者事務共同処理事業の実施

 ア　一般処理及び特別処理の実施

 イ　介護給付適正化対策事業の支援

地　　区 日　　時 場　　所

宮古地区 平成30年2月16日 宮古島市役所

八重山地区 平成30年2月22日 石垣市民会館

宮古地区 平成30年3月20日 多良間村役場

 ウ　高額医療・高額介護合算業務の実施

（５）年金からの保険料（介護・国保・後期高齢者）特別徴収に係る経由機関業務を実施

（６）介護給付費インターネット請求を推進

インターネット請求　37.6％　⇒　70.3％ ＩＳＤＮ請求　36％　⇒　6.7％

（７）受給者台帳管理支援システムの管理・運用

１５　障害者総合支援法関係事業（平成１９年１０月開始）

 障害者総合支援システムの一拠点化に伴い、外部委託していたシステム運用を解除し、

 事業所台帳及び受給者台帳異動処理の迅速化を図り、かつ確実な給付費の請求支払に努めた。

 

（１）障害介護給付費支払業務の実施

障害介護給付費

年　　計 月 平 均 年　　計 月 平 均

241,196 20,099 31,444,012,318 2,620,334,359

254,185 21,182 33,824,024,530 2,818,668,710

12,989 1,083 2,380,012,212 198,334,351

105.39% 107.57%

（２）障害児給付費の支払業務の実施

障害児給付費

年　　計 月 平 均 年　　計 月 平 均

77,889 6,490 6,699,245,261 558,270,438

90,561 7,546 8,102,905,641 675,242,136

12,672 1,056 1,403,660,380 116,971,698

116.27% 120.95%
＊障害児給付費の請求支払は、平成２４年５月開始

（３）障害者総合支援支払システムの安定稼働

給付費確定件数（件）

平成２８年度

平成２９年度

増　　　減

対前年度比

平成２８年度

平成２９年度

増　　　減

対前年度比

給付費支払確定額（円）

給付費確定件数（件） 給付費支払確定額（円）

名　　　　　称

介護給付適正化事業研修会

介護給付適正化事業研修会

介護給付適正化事業研修会

対前年度比

 支 払 確 定 額　(円）

平成２８年度

増　　　減

平成２９年度

確 定 件 数　(件）



１６　母子保健健康診査費審査支払事業（平成９年９月開始）

 市町村の事務負担の軽減を図るため、妊婦及び乳幼児等の健康診査費に係る審査支払業務を市町村から
 委託を受けて実施した。

（１）健康診査費審査支払状況

（２）市町村別の資料出力（年報）
 妊婦健康診査受診状況（保健所別・市町村別） ※受診者数・有所見者数・有所見者内訳・検査結果

区　　　分 支払確定件数 支払確定額

妊婦健康診査（５回） 77,187 件 494,365,000 円

妊婦健康診査（９回） 115,643 件 792,647,770 円

ＨＩＶ/風疹/ｸﾗﾐｼﾞｱ検査 16,143 件 90,833,460 円

ＨＴＬＶ－Ⅰ検 査 15,932 件 36,484,280 円

合　　　　　　計 228,625 件 1,420,850,008 円

１歳６ヶ月児精査 535 件 970,222 円

乳　児　精　査 2,124 件 3,524,946 円

３ 歳 児 精 査 1,061 件 2,024,330 円



（歳　　入）

 区  分

収入率

会 計 別 （％）

1 577,258,000 573,301,514 △ 99.31

2 130,678,856,000 121,369,463,856 △ 92.88

（ 業 務 勘 定 ） 1,394,585,000 1,202,179,058 △ 86.20

（ 国 保 支 払 勘 定 ） 122,959,125,000 115,224,725,153 △ 93.71

（ 公 費 支 払 勘 定 ） 4,325,945,000 3,805,177,047 △ 87.96

（出産育児一時金等支払勘定） 1,999,201,000 1,137,382,598 △ 56.89

3 143,953,667,000 134,318,938,548 △ 93.31

（ 業 務 勘 定 ） 689,930,000 616,759,888 △ 89.39

（ 後 期 医 療 支 払 勘 定 ） 142,764,001,000 133,243,888,508 △ 93.33

（ 公 費 支 払 勘 定 ） 499,736,000 458,290,152 △ 91.71

4 66,889,445,000 62,047,458,486 △ 92.76

5 1,255,809,000 1,157,128,765 △ 92.14

（ 業 務 勘 定 ） 95,672,000 94,766,624 △ 99.05

（ 支 払 勘 定 ） 1,160,137,000 1,062,362,141 △ 91.57

6 103,977,063,000 99,595,229,104 △ 95.79

（ 業 務 勘 定 ） 348,998,000 319,821,289 △ 91.64

（ 給 付 費 支 払 勘 定 ） 101,572,579,000 97,304,980,718 △ 95.80

（ 公 費 負 担 医 療 等 勘 定 ） 2,055,486,000 1,970,427,097 △ 95.86

7 45,087,538,000 42,008,809,429 △ 93.17

（ 業 務 勘 定 ） 80,697,000 81,879,258 101.47

（ 給 付 費 支 払 勘 定 ） 45,006,841,000 41,926,930,171 △ 93.16

8 1,544,717,000 1,447,408,324 △ 93.70

493,964,353,000 462,517,738,026 △ 93.63

◎平成２９年度　歳入歳出決算総括表

（単位：円）

歳入歳出予算

歳入決算

収入済額 予算との比較
構成割合

（％）

192,405,942 0.26

7,734,399,847 24.91

520,767,953 0.82

一 般 会 計 3,956,486 0.12

診 療 報 酬 審 査 支 払 特 別 会 計 9,309,392,144 26.24

9,520,112,492 28.81

41,445,848 0.10

保険財政共同安定化事業・高額医
療 共 同 事 業 特 別 会 計

4,841,986,514 13.42

861,818,402 0.25

後期高齢者医療関係業務特別会計 9,634,728,452 29.04

73,170,112 0.13

介護保険事業関係業務特別会計 4,381,833,896 21.53

29,176,711 0.07

4,267,598,282 21.04

特定健康診査・特定保健指導
等 関 係 業 務 特 別 会 計

98,680,235 0.25

905,376 0.02

97,774,859 0.23

3,079,910,829 9.06

母子保健健康診査費審査支払
特 別 会 計

97,308,676 0.31

歳　入　合　計 31,446,614,974 100.00

85,058,903 0.43

障害者総合支援法関係業務等特別会計 3,078,728,571 9.08

1,182,258 0.02



（歳　　出）

 区  分

構成割合

会 計 別

1 560,128,301 17,129,699 0.12

2 121,230,942,089 9,447,913,911 26.23

（ 業 務 勘 定 ） 1,196,828,989 197,756,011 0.26

（ 国 保 支 払 勘 定 ） 115,216,207,998 7,742,917,002 24.92

（ 公 費 支 払 勘 定 ） 3,680,522,504 645,422,496 0.80

（出産育児一時金支払勘定） 1,137,382,598 861,818,402 0.25

3 134,303,877,259 9,649,789,741 29.04

（ 業 務 勘 定 ） 601,699,504 88,230,496 0.13

（ 後 期 医 療 支 払 勘 定 ） 133,243,888,508 9,520,112,492 28.81

（ 公 費 支 払 勘 定 ） 458,289,247 41,446,753 0.10

4 62,001,666,545 4,887,778,455 13.41

5 1,155,476,663 655,740,663 0.25

（ 業 務 勘 定 ） 93,114,522 2,557,478 0.02

（ 支 払 勘 定 ） 1,062,362,141 97,774,859 0.23

6 99,572,294,770 4,404,768,230 21.53

（ 業 務 勘 定 ） 297,000,753 51,997,247 0.06

（ 給 付 費 支 払 勘 定 ） 97,304,905,296 4,267,673,704 21.04

（ 公 費 負 担 医 療 等 勘 定 ） 1,970,388,721 85,097,279 0.43

7 41,995,082,724 3,092,455,276 9.08

（ 業 務 勘 定 ） 68,152,553 12,544,447 0.01

（ 給 付 費 支 払 勘 定 ） 41,926,930,171 3,079,910,829 9.06

8 1,445,031,659 99,685,341 0.31

462,264,500,010 31,699,852,990 100.00

◎全会計歳入決算額 円

歳出決算額 円

差引残額 円

一 般 会 計 97.03 13,173,213

診 療 報 酬 審 査 支 払 特 別 会 計 92.77 138,521,767

（単位：円）

歳出決算
歳入決算額と
歳出決算額の

差引残額支 出 済 額 不　用　額
執行率

（％）

56.89 0

後期高齢者医療関係業務特別会計 93.30 15,061,289

87.21 15,060,384

85.82 5,350,069

93.70 8,517,155

85.08 124,654,543

特定健康診査・特定保健指導
等 関 係 業 務 特 別 会 計

92.01 1,652,102

0.14 1,652,102

84.60 0

93.33 0

91.71 905

保険財政共同安定化事業・高額医
療 共 同 事 業 特 別 会 計

92.69 45,791,941

95.86 38,376

障害者総合支援法関係業務等特別会計 93.14 13,726,705

84.45 13,726,705

介護保険事業関係業務特別会計 95.76 22,934,334

85.10 22,820,536

95.80 75,422

462,517,738,026

462,264,500,010

253,238,016

93.16 0

母子保健健康診査費審査支払
特 別 会 計

93.55 2,376,665

歳　出　合　計 93.58 253,238,016


